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研究成果の概要（和文）：1999 年の震災被害を受けたトルコのドゥズジェ市を対象とした被災状況と復興過程
に関する調査・分析を､社会科学・工学・人文学の領域横断的に行うことで、日本の復旧・復興政策の改善に有
用な情報を得ようとした。
その結果、①トルコと日本では家族構成や地域コミュニティの絆において類似点もあるが相違点も多く、住民は
生活に満足しており、孤独死は皆無であること、②災害時の助け合い行動は遊牧的生活様式など歴史的背景に大
きく依存し、日本に比べトルコは災害に対して強い社会であること、③復興はまず恒久的な復興住宅を整備する
ことから始められ、この政策方針に対して住民は肯定的な見解を持っていること、が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：We tried to get useful information for improving Japanese restoration policy
 through investigations and analyses about the disaster situation and rehabilitation process of 
Duzce city which suffered earthquake damage in 1999, based on a fusion of humane studies, social 
science and engineering.
As a result, the following 3 points became clear. (1)There are similarities and also differences in 
family structure and a bond of an area community. Residents are satisfied with their life and there 
was no case of lonely death. (2)Cooperation behavior at the time of an accident depend on a 
historical background for a nomadic lifestyle. Turkey has a strong society towards disasters 
compared with Japan. (3)Permanent rehabilitation housing was executed first. Residents has an 
affirmative view to this policy.

研究分野： 都市計画・交通計画・防災・地理情報科学

キーワード： 震災復興　地域防災計画・政策　防災・減災　地理情報システム（GIS）　土木環境システム　トルコ

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義としては、学際的研究により災害リスクや復興を多角的視点から検討することの重要性、これまでの
事例に乏しいイスラム国に災害に強い社会の実例があること、地域性や国民性に配慮した検討の重要性、都市の
脆弱性の視点からの長期的歴史研究の意義、を示すことができた。
社会的意義は、「人の命を救う」ことが防災上最優先であることに異論はないが、助かった人の幸福にも常に思
い至ることの重要性を、これまでの防災研究の反省も含めて示したことである。トルコでは、恒久住宅建設が優
先的に行われ、コミュニティの維持と新たな発生が見られた。日本の仮設住宅制度が地域コミュニティを分断し
ている現状を再考する契機となればよい。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

阪神・淡路大震災直後、角本が開発した時空間情報システムが神戸市長田区の復興支援に大きな
効果を上げ、その後、被災時の稼働を保証する自治体業務システムとして 13 自治体への導入支援を
行ってきた。システムの定着を図るには、技術的課題に加え、行政制度や社会的背景、住民・行政のニ
ーズ、コミュニティの状況等を把握し、また地域固有の文化を理解することが必要であり、さらに、阪神間
の神社仏閣周辺は被害が少ないことを明らかにできたことから、防災分野での歴史研究の重要性に気
づいた。そして、1999 年の大地震の震源近くに位置するトルコ・ドゥズジェ市を震災１ヶ月後に訪れ、時
空間情報システムを用いた被災状況の把握と分析に基づいた提言を行い実際の復興政策に活かされ、
その後、Halit の現地サポートを受けて継続的な支援を行ってきた。 

こうした両国の防災・復興への関わりの中で、防災分野における地域性・国民性の考慮の重要性を感
じた。具体的には、トルコの災害や復興に関する考え方やその現れとしての施策、その結果生じている
状況が日本と異なることに気づいた。「宗教が違うから」「国民性が違うから」「政治体制が違うから」で済
ませることは簡単である。しかし我々が普遍的と考えてきた事柄が、実は無意識に日本の常識に囚われ
たものであり、発想に限定を与えていると思い至った。日本の防災研究をさらに進展させるためには、グ
ローバルな視野での理解を進め、優れた部分は真摯に採り入れる態度が不可欠であり、トルコの状況を
分析すれば、取り入れ不可能な要因を排除したとしても、取り入れるべきヒントが多くあるはずと考えた。 
 
２．研究の目的 

本研究では、1999 年の震災被害を受けたトルコ共和国ドゥズジェ市を対象とした被災状況と復興過
程に関する調査・分析を､社会科学・工学・人文学の領域横断的に行うことで、日本の復旧・復興政策の
改善に有用な情報を得る。具体的には､被災状況､復旧・復興過程における政策､住民の行動と意識等
に関して､既に行った被災直後の調査項目を､その変化の時系列分析を行えるように現時点で再調査
するとともに､地域の歴史的変遷と文化的背景に関する調査を加えて､政策・住民行動・意識への、歴
史・文化的な影響を明らかにする。さらに､日本における研究蓄積を加えて比較分析を行い､災害に関
わる日本とトルコの対比一覧表を作成して日本の復興政策への提言としてとり纏める。これにより、①歴
史・文化をふまえ地域性を重視した復興のあり方を考えることの重要性について根拠を持って明示でき、
②日本の復旧・復興政策の進化に寄与できると考える。 
 
３．研究の方法 
(1) トルコの復興政策形成と住民意識形成のメカニズムの明確化→記述的解説リストの作成: 3 分野の
研究者による綿密な議論によりドゥズジェ市の調査項目・方式の決定と結果の分析を行う。具体的には、
「市の復興過程と現状の把握」「市民の被災行動・住民意識と生活・コミュニティの状況の把握」「市成立
の歴史の解明」を連携のもとで一定規模の調査を行い、従前の調査結果をあわせ時系列的に整理する
とともに、トルコの政治制度・政策決定過程に関する研究協力者（Harit・Ilhan）の知識を加え、標題の
メカニズムに関する記述的解説リストを作る。 
(2) 日本とトルコの比較分析→対比一覧表の作成：①に関する日本版の研究蓄積を用い（一部補足調
査）、定量化可能な項目は二国間の差を比較し、定性的な知見も含め①と同様のリストを作成してトルコ
版リストと対比する。これに文化的・歴史的要因の影響に関する考察を加え、定量・定性両面にわたる
対比一覧表を作成する。 
(3) 地域の歴史と文化をふまえた防災と復興のあり方の提言：②の成果を受け、わが国における復興の
政策・手法に関する改善点についての提言をまとめる。数値データではなく、わかりやすい表・文書とす
る方が、成果の社会的還元に有効で、日本の防災研究・施策の深化に直接的に寄与する形となると考
えている。 
 
４．研究成果 

現地調査情報と既存の保有情報､分析内容のフロー
図により研究の流れを示すと右図のようになる。以下で
はこの図に沿って、(1)時系列分析、(2)歴史・文化の影
響分析、(3)日本とトルコの比較分析、の順で研究成果
を記すが、本研究の副産物として生じた時空間情報シ
ステムに関する研究成果を(4)として加え、最後に「まと
め」を(5)として示すことにする。 
 
(1) 時系列分析 

時系列分析の目的は、「市の復興過程と現状の把
握」と「市民の被災行動・住民意識と生活・コミュニティの状況の把握」である。これらは、震災直後に重
点的に調査を行ったが、本研究開始時においては 16 年が経過していることから、研究期間において同
様の調査を行うことで時系列分析を行うことができる。 
① 市の復興過程と現状の把握 

この調査については、新住宅地と都心との交通調査や建物復興状況を、今回は範囲・規模を拡大し
て行った。その結果、以下のような調査結果が得られた。 



現地では、発災直後にはいわゆるテント村が作られたが、数ヶ月後には市周辺部の強固な地盤を持
つ山麓部に復興住宅（主に 3 階建てのマンション形式）を建設することが決まり、工事が開始された。こ
れは当時の市人口 12 万人の 3 分の 2 を転居させる大規模なものであった。住宅建設が優先されたた
め、交通については未舗装の道路を自家用車やミニバスが交錯する状況となっており、こうした状態に
ついて、当時の主要交差点にて交通量調査を行い、市長に都心と復興住宅を結ぶ直線的な広幅員道
路の整備を提案した際のデータを研究資料として保有している。 

さて、本研究期間においては、基本的には当時と同様の交差点を交通調査の対象とした。ただし、一
部道路網の構成が変化しているところについては対応地点を定めることが必要となった。もとより交通は
ネットワークとして機能するものであり、当時は存在しなかった復興住宅と都心を結ぶ幹線道路の都心
への進入口（インターチェンジ形状）や、復興住宅を循環するバス路線についても、現在の市全体の交
通状況を把握するために調査対象に加えている。 
その結果、現在ではバス輸送のキャパシティの問題は残すものの、道路網としての機能には問題なく、

復興過程において適切な交通計画がなされてきたことが明らかになった。なお、我々の持つ情報技術
や交通計画上の知見を活かす形で、デマンドバスのルート及び停留所設置機器についての提言も併
せて行った。 

一方、建物復興状況については都心部が対象となる。発災直後の調査では、4 階建て以上の建物の
全壊・半壊度が急激に高くなったため、今後の建設に関しては都心部において階数制限を行うことを市
に提案して経緯がある。今回の調査の結果、建物復興に関しては概ね終了していることが確認できた。
階数制限は行われていないが、自発的にむやみな高層化は避けており、また、修復可能な建物に関し
ては 4 階以上の部分がカットされた建物も見受けられた。 
② 市民の被災行動・住民意識と生活・コミュニティの状況の把握 

これについては、震災直後のテント村にて行った調査、復興住宅への入居者に入居直後に行った調
査に関するデータ蓄積がある。当時から、従来の発想に囚われない発見を行おうと、定められた質問項
目は最小限とし、自由に語ってもらうインタビュー調査の形態をとってきたが、今回も同様の方法での調
査を行った。ただし分析においては、震災時の住民の避難行動､世帯構成､居住地と就業地､行政に関
する信頼感､生活満足度､コミュニティに関する考え方､自然災害の捉え方などと項目を定め､統計分析
可能とする必要があったため、サンプル数を拡大することはもとより、トルコ人による英語への翻訳あるい
は現地日本人による日本語への翻訳の労力が生じることは課題として感じたところである。 

さて、調査の結果、コミュニティの状況については現在も良好であり、復興住宅では棟が異なっても集
合して立地していることから親類・友人との交流に問題は生じていないことが明らかになった。震災直後
から日本で生じたようなコミュニティの分断が生じていないことが明らかになったが、その後の経緯も含
め、コミュニティの継続が確認できた。また、生活の状況については、早い段階で復興住宅地域に商店
等ができたことも功を奏してか、都心へ出向くことに時間を要することについては、我々の想像と異なり
不満度はそれほど高くなかった。ただし、山麓部への建設のため、坂道が多いことについては若干の生
活上の不便を感じているようである。 
 
(2) 歴史・文化の影響分析 

本研究では、トルコの震災復興の政策(全体方針や国・自治体の役割分担など)や 復興予算に関する
公式資料・統計資料、ドゥズジェ市の統計資料(建物・交通・住民に関する地域別、年次別資料)、歴史分析
のための公文書などの収集をトルコ人研究協力者へ依頼し、これらの情報を得て分析に役立てようとした。 
なかでも、現地にて閲覧可能な記述資料により「市成立の歴史の解明」を重点的に行った。特に 19 世紀の
『収入台帳』等に依拠してドゥズジェ周辺地域の街区、人口、住民の職業、収入、資産、納税額の詳細を分
析することで、この地域の歴史の空白を解明し、16 世紀から現代に至るドゥズジェに関する通史を一定程
度明らかにすることができた。また、民間の伝承や古い地名、方言、詩歌等を採集して、災害や防災にまつ
わる知恵および語り伝えを整理することで記述資料の空白を埋めることを試みた。 

その結果、ドゥズジェの現市街地は、地盤の軟弱な盆地状の地形の中心部に、東西を結ぶ街道が移設
され盆地中央を横切ることに伴って、後世になって集落が形成されたものであることが明らかになった。こ
れは、シャーピンと江川によって明らかにされたもので、19 世紀のオスマン帝国の公文書を解読し、ドゥ
ズジェが街道の宿駅町として、人口が増加傾向にあることを明らかにしている。 

こうして、盆地の辺縁にあたる地域に古代遺跡を有する旧集落が点在し、旧街道が辺縁部をつないでい
るという地理的現況とこの地の歴史との関連を明確化することができた。 

また、これまでのイスラム研究・トルコ研究の成果を加えたことで、トルコ民族の文化・歴史的経緯が、被
災直後の人々の行動や、震災復興に関わる政策に与えている影響が明確になった。例えば、遊牧民とし
ての土地・集落・居住形態に対する考え方や、そうした状況におけるコミュニティ形成の基本的な意識が、
先に述べた大規模な住宅地の郊外移転を迅速に信念を持って政策決定しており、そのことに対する住民
意識が概ね肯定的であることにつながっていると考えられる。 
 
(3) 日本とトルコの比較分析 



これまで述べてきた調査・分析結果をふまえ、日本とトルコの相違点を対比リスト化した。その結果、定性
的ではあるが重要な知見として、以下の 3 点が明らかになった。 
① トルコと日本では家族構成や地域コミュニティの絆において類似点もあるが相違点も多い。住民は生活
に満足し、孤独死は皆無である。 
② 災害時の助け合い行動は、遊牧的生活様式など歴史的背景に大きく依存し、日本に比べトルコは災害
に対して強い社会である。 
③ 復興はまず恒久的な復興住宅を整備することから始められる。この政策方針に対し、住民は肯定的な
見解を持っている。 

さて、我々は、上記のような具体的知見ばかりでなく、今回のような研究スタイルが我が国の防災研究で
忘れがちな視点を提供できると確信できたことこそが、大きな「研究成果」であると考えている。 

すなわち、 
① 学際的研究により、災害リスクや復興を多角的視点から検討することの重要性、特に、文化・歴史研究
に基づく多面的な検討手段の確立が必要であることを実証的に示すことができた。 
② 国際比較研究の中でも、これまでの調査研究事例に乏しいイスラム国に関する情報に、重要な防災上
のヒントが隠されていることが明らかになった。すなわち災害に強い社会の実例が提示できたわけである。 
③ 地域性や国民性に配慮した、安全と安心のまちづくりを検討することの重要性を示すことができた。 
④ 長期的歴史研究の意義を示すことができた。例えば、市の中心地が居住地区になったのは 20 世紀に
入ってからであり、現代技術で克服されたかに見えた湿地における都市化がいかに脆弱であったかが明ら
かにされたわけであり、従来、一面的になされてきた復興計画を歴史的観点から見直すことの重要性を示
し得る例となった。 
 
(4) 時空間情報システムのさらなる整備 
 上記の「(1) 時系列分析」のうち、①については地理的情報であるため、情報の取得と分析に関して
は時空間情報システムが当時も今も有用なツールとなる。②についても、インタビュー対象者の居住位
置（および勤務先の位置）による分析には位置情報が必要となる。このことに関して、過去のデータ利用
を担保しつつ、機能的な改善やデータ構造の改良を時空間情報システムに対して行ってきている。これ
について「５．主な発表論文等」に示したように地理情報システム学会を中心に研究成果の公開を行うこ
とができた。 
 さらに地理情報分析および交通計画の研究蓄積を応用する形で、トルコにおける高速鉄道新線建設
の機運をふまえ、ドゥズジェ市における適切な路線と駅の位置に関する空間的分析を行って、市へ情報
を提供したことも申し添える。これまで何度も記したように、ドゥズジェ市においては山麓部に復興住宅を
建設し市街地と数 km 離れた状況にあること、東側と南側に急峻な山地を抱えた盆地であるため鉄道
路線ルートの制約があること、等から、地理的要因・地形制約・住民の利便性といった諸条件をふまえた
上での候補案作成が不可欠であり、震災復興との関連性も強いとの判断による。これらについては、現
地のドゥズジェ大学や市民を巻き込んだシンポジウムにおいて、日本の新幹線の経験を踏まえて分析
結果に関する話題提供を行った。 
 
(5) まとめ 

我々のこれまでの防災研究の反省も含め、復興におけるコミュニティの重要性を記し、まとめとする。 
 「人の命を救う」ことが防災・減災の大テーマである。これが最優先であることに異論はないが、助かっ
た人が幸せな人生だと感じて最終的に死ねるか、に常に思い至った防災がなされてきたかを考える必
要があろう。残念ながら災害死に至った人の何倍、何十倍の人が対象である。これだけのボリュームに
対する「不幸」についての検討を置き去りにするわけにはいかない。 
 トルコでは、1 年以内にコミュニティが復興したと言ってよい。民族的要因も多分にあることも研究で明
らかになったが、恒久的に住む場所の建設が全てを優先して行われたことが大きく影響している。元々
のコミュニティへの（無意識的であると思われるが文化的背景から違和感なく行われた）政策的配慮に
加え、恒久的であるが故に、新たなコミュニティ的結合も付加的に生じたと思われる。これに対し日本で
は、数年経っても仮設住宅に住まざるを得ない状況であり、さらにはこれらへの入居が地域コミュニティ
を分断する形で行われているのが現状である。神戸市長田区では、建物解体のために発災 1 ヶ月後に
避難所に入ろうとした方が、居場所がないとの訴えを区役所にしてきた。仲間はずれにした被災者が悪
いとして片付けてよい問題ではないと感じる。 
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